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2021確定闘争 第３回幹事団交渉報告
結婚休暇の運用改善を明言！子育て支援制度拡充の道筋を確認
給与カーブの見直しは、最大で２．３％賃金引下げ！独自号給の廃止とともに撤回を求める
県労連は11月2日に第3回幹事団交渉を行い、次のとおり一定の回答を引き出しました。（裏面参照）
第3回幹事団交渉の到達点

〇結婚休暇の運用改善
　外出や移動制限など、コロナによる影響で結婚休暇を取得できない場合は、相当の理由に該当することとし、運用を整理する。
〇育児休業制度等の国に準じた措置
　国の措置［育児休業の取得制限の緩和、同改正に併せた期末・勤勉手当の取扱の改善、男性の育児休業取得促進（育休請求期限の短縮、育児参加休暇対象期間の拡大、育休を取得しやすい環境の整備を義務付け）。会計年度任用職員（配偶者出産休暇（有給）・育児参加休暇（有給）の新設、産前産後休暇の有給化、育児・介護休暇の取得要件の緩和、育児休業の取得方法の改善）。］等を踏まえ国に準じて措置したい。制度が明らかになった段階でしかるべき場で話し合いたい。
引き続き追及する主な課題

〇給与カーブの見直し・独自号給の廃止
　行政職（１）・学校行政職だけで約2,500人が減額され、多い職員では1万円弱／月の減額となります。
　また、退職手当にも影響することから到底容認することはできません。
　給与カーブの見直し、独自号給の廃止ともに撤回を求めていきます。

〇豚熱業務に係る特殊勤務手当の特例改善
　豚熱対応に従事したすべての職員に対して、業務の不快、困難、危険の程度が相当高いことを踏まえ、特例として、感染症等接触手当の「新型コロナウイルス感染症に係る特例」を上回る額の支給を求めています。
〇非正規職員への男女雇用機会均等法等の運用適用
民間の非正規労働者が保障されている男女雇用機会均等法や労働法制に基づく諸権利について、法の精神を実現できるよう運用により同等の権利を保障することを求めています。
〇通勤手当（1㎞未満の鉄道利用）の改善
　通勤認定された駅から次の乗換駅まで1㎞未満の場合、通勤手当が支給されないという不合理を改善するよう求めています。
〇不妊治療に係る長期に休める制度の導入
　ケースによっては長期間の治療が必要であり、現行の療養休暇の活用だけでなく、最低限無休でも長期に休むことのできる制度の整備を求めています。
自治労県職労代表の決意表明

総決起集会にあたり、自治労県職労を代表して交渉に臨む決意を申し上げます。
県当局は、人事委員会勧告に基づき月例給の据え置きと一時金の0.15月削減を提案していますが、月例給は「据え置き」としつつ、給与カーブを国の俸給表に合わせて見直すという内容も含んでおり、高齢層にとっては賃金削減です。また、号給についても、勧告に関係なく廃止する提案を行っています。
大学の同期より数万円も低い賃金で若いうちを過ごさせた上で、やっと人並みの賃金が得られる状態となった私たちを崖から突き落とすようなことを認めるわけにはいきません。
また、「若年層にも配慮した給与カーブに見直す」としていますが、国の給料表を適用して地域手当を少し上積みする程度では何も変わりません。見直すのであれば、国や他県と同様に比較対象としている民間企業の職位を改善するのが筋だと考えます。若年層にも高齢層にも夢を与えない給与カーブの見直しには、断固反対します。
全庁コロナシフトが続く中、皆さんの周囲で「結婚休暇」を取得できた人はどれだけいるでしょうか？特に、入籍を検討していたところにコロナ応援が入ってしまえば、休暇の取得どころではありません。
旅券の発行遅れが延長の理由になりうるのであれば、コロナ禍の状況はもっと切実な延長理由です。当事者目線で取得期間の延長を認めるよう求めます。
7月8日に発生した相模原市内の養豚場における豚熱については、環境農政局だけでなく、全庁的な2,000名の応援体制を敷いたことで、7月中に終息しました。しかし、ただでさえ動物の殺処分やレンダリングという精神的に負担のかかる作業を、猛暑の中で厚い防護服を着用し、かつ、強い臭気がある環境の中で行った職員に対して、特殊勤務手当は少なく、職員の労苦に見合ったものとは思えません。手当の増額と遡及、対応の検証を求めます。
最近では、いわゆるカスタマーハラスメントが多くなっています。このような場合に、初期対応に当たった職員が攻撃をしてくることも多く、当該職員に対する精神的な負担となっていますが、一連の対応が職員任せになっているという声が出ています。
所属における最終責任者は管理監督者です。管理監督者が適切に対応するよう周知・徹底を求めます。
今年３月、妊娠した会計年度任用職員が雇止めされました。
「男女雇用機会均等法」では、理由はどうあれ、妊娠中の被雇用者の雇用を打ち切ることを禁止しています。労務担当局長は、「民間であれば違法であることは認識している」と回答していますが、「地方公務員法の平等取扱いの原則から、均等法の適用が除外されている」として、任用を継続しなかったことを正当化しています。
しかし、均等法の取り扱いに準じて職員を任用することが、地方公務員法の「平等取扱いの原則」ではないでしょうか？男女雇用機会均等法に限らず、労働法制全般の運用を会計年度任用職員に適用するよう強く求めます。
私たち自治労県職労は県労連に結集し、職員が安心して働くことができる賃金・労働条件の確保と職場環境の改善に精一杯取り組んでいきます。ともに頑張りましょう！
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	課題
	県労連の要求・主張と当局の回答・逆提案（第２回交渉まで）
	第３回交渉回答

	１．新型コロナウイルス感染症対応
	【組合】・新型コロナウイルス感染症対応等にかかるオンコール手当を新設し、支給すること。
・全庁を挙げて新型コロナウイルス対策に取組む中、全ての職員の奮闘に応えるため、勤勉手当の成績率を凍結とすること。
【当局】・全庁一丸の対応に感謝する。昨年の7月以降、新規感染者が2000人を超えた第5波に対応するため、650名の応援を要請した。
・現在、850名規模の応援リストを作成しているが、次の感染拡大に備える必要があるため、今後も全庁コロナシフトは継続する。
	・オンコール手当は具体的指揮監督下で支給されるもので新設は困難。
・コロナ対応には改めて感謝するが、勤勉手当の趣旨に照らすと成績率の凍結は困難。

	２.賃金水準
	【組合】・基本賃金についてはすべての職員の生活改善につながる水準に引き上げること。
・給与カーブの見直しについては、この間の交渉経過を踏まえたものとなるよう慎重に行うこと。
・鉄道の利用距離が１ｋｍ未満であっても、通勤手当の支給対象とすること。
・テレワークを推進していくためにも、テレワーク手当を早急に新設すること。また、遡及して支給すること。
・家畜の伝染性疾病の発生予防・まん延防止等の業務に従事した際の手当を増額し、遡及すること。
・一時金の公民格差で、２捨３入の0.01月分は、新型コロナ感染症対応で頑張っている職員に余すことなく使用すること。
・一時金の引き下げは、勤勉手当で行うこと。また、再任用職員は引き下げないこと。
【当局】・人事委員会勧告のとおり、月例給の改定なし、一時金は期末手当を0.15月引下げ。
・期末手当の支給月数について、再任用職員以外は2021年度12月期が1.275月⇒1.125月、2022年度６月、12月期共1.275月⇒1.2月。再任用職員は2021年度12月期が0.725月⇒0.625月、2022年度は６月、12月期共0.725月⇒0.675月。
・給与カーブの見直しは勧告を踏まえ速やかに実施。給料表は国給料表と比較し給料月額が高い号給等の水準をR4.4から見直す。R4.3.31の給与月額に達しない職員には経過措置として差額を支給（２年間）。
・給与カーブの見直しは地域手当の引き上げで配分を見直すもので、給与の引き下げではない。
・地域手当については、改定前の給料額を上回らない範囲で12.5％を上限に段階的に改定する。2021度は、経過措置を考慮して現在の支給割合（12％）とし、2022年度以降は前年の報告、勧告により適切に対応する。
・国の給料表にない県の独自号給については廃止。
・利用距離１ｋｍ未満の通勤手当支給は国との均衡上困難。
・豚熱対応に伴う特勤手当増額も、他県との均衡を考慮すると困難。
・テレワーク手当、地方自治法で限定列挙するもの以外支給不可。国の動きを注視する。
	・平成27年4月の給与制度の総合的見直しから6年が経過し、国や他県と比較しても本県の高位号給水準は突出しており年功的となっていることから、見直しが必要。
・給与見直しで影響を受ける受給者が少ないことや引き下げ幅が小さいことなどから、経過措置は2年間が妥当と判断。
・利用距離１ｋｍ未満の通勤手当支給を実施しているのは他県でも例がなく、均衡の観点からも困難。

	３. 再任用職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員の賃金・労働条件
	【組合】・再任用職員の一時金の支給月数について常勤と同様にすること。
・再任用職員に扶養・住居手当などの生活関連手当を支給すること。
・早急に再任用短時間勤務職員の格付けを行政職給料表（１)４級水準に改善すること。
・人事委員会の告等をふまえ、常勤と異なる会計年度任用職員の休暇休業制度は同一労働同一賃金の観点から改善すること。
・継続雇用に努めるとともに、雇用更新年限を設定しないこと。また、いわゆるパートタイム労働法の主旨を踏まえ、正規職員への転換措置を講じること。
・男女雇用機会均等法や労働法制などで民間の非正規労働者が保障されている諸権利について、同等の権利を保障すること。
【当局】・厚生労働省の同一労働同一賃金ガイドラインは民間に適用されるもので、公務は対象外。休暇はガイドラインではなく地方公務員法が基本。地公法では国や他県との均衡が原則。
・国の非常勤職員は人事院勧告で民間労働者との均衡を図っており、国の非常勤との均衡を図りながら見直していく。
	・高齢の親を持つ再任用職員の介護休暇拡充の必要性については、意見を承った。
・会計年度任用職員の場合、民間の男女雇用機会均等法の適用がないのではなく、地方公務員法の平等取扱いの原則の規定により当然に担保されているもの。


	４．労働時間の短縮・休暇制度の拡充
	【組合】・上限月45時間・年間360時間の時間外労働、在校等時間の適切な把握および上限規制を確実に遵守し、上限規制のあり方を含め検証を行うこと。
・人事委員会報告等をふまえ、仕事と不妊治療の両立支援に向け環境整備をすること。とりわけ休業制度の創設を行うこと。
・結婚休暇の取得可能時期の延長や運用を改善すること。
【当局】・時間外勤務の100時間超が８月末で延べ71名。全員が特例対応だが取組目標（月100時間以上ゼロ）は未達成の状況。取組方針の通り徹底した業務見直しに全庁で取り組んでいる。
・見直しを行った事業数などを具体的に示すのは困難だ。
・特例として時間外命令できるが、それで上限規制を超えて良いという認識は持っていない。
・上限規制のあり方については任命権で話し合ってほしい。
・不妊治療休暇の新設については国の動向を注視する。一方で休業制度については、地公法で限定されており創設は困難。
・結婚休暇は婚姻による諸般の整理のための制度であり、共同生活開始後1か月以内の取得が合理的解釈。
	・長期の不妊治療休暇制度新設は他県の例も少なく、地方公務員法の均衡の原則踏まえると困難。
・新型コロナウイルスによる外出や移動の制限により、結婚式等の予定が立たず休暇の願い出ができない場合等は、「相当の理由がある場合に該当する」ものとし、休暇を認めるよう運用を整理する。

	５．大規模災害時等における対応
	【組合】災害時における、職員の労働条件については、職員の健康と安全管理についてのワークルールの確立に向けて労使協議すること
・今年７月の豚熱対応に関する勤務労働条件の検証を行うこと。
【当局】・豚熱対応には、環境農政局を中心に延べ2000人が従事した。多大なる協力に感謝する。局では今後の職員体制等の課題の洗い出しなどについて検証を行う予定である。
・検証結果を労使で話し合うことは考えていない。
	・すでに災害時のワークルールは定まっていると認識。
・豚熱対応の検証については、環境農政局で取りまとめた後、勤務条件等に関わる事項については労使で話し合っていく。

	６．仕事と家庭の両立支援の拡充
	【組合】・管理職が「職員行動計画」における休業・休暇などの取得促進の働きかけを行うよう指導すること。
・家族看護休暇を特別休暇として新設すること。当面、子の看護休暇における日数の拡大と対象年齢を引き上げること。
・育児部分休業と育児短時間勤務の対象年齢を義務教育終了時まで引き上げること。
【当局】・子の看護休暇の取得条件や日数はすでに国を上回っており、これ以上の改善は困難。
・育児部分休業についても、対象年齢が定められており改善は困難。
・勧告を踏まえ必要な措置を検討したい。
	・仕事と家庭の両立支援は重要な課題と認識していることから、国に準じて措置したいと考えており、国の改定の詳細が明らかとなった段階でしかるべき場で話し合いたい。

	７．人材の確保及び育成
	【組合】・若年層の給与水準について人材確保の観点から、引き続き引き上げを図ること。
・県外在住の新規採用職員について、本人の申し出の有無に関わらず、早い段階で勤務地域を本人に通達するなどの対応を行うこと。また、赴任旅費を改善すること
【当局】・初任給について給料月額と地域手当の合計額で比較すると、東京都より下回るが、県内政令市や近隣県上回っており改善は困難。
	・仕事と家庭の両立支援と人材確保の問題は強い思いを感じており、何ができるか交渉最終日に向けて考えていく。

	８．労働安全衛生対策
	【組合】・ストレスチェック制度の実施率を高めるために必要な策を講じること。また、労働安全衛生委員会等で集団分析の結果をもとにすべての職場で職場環境改善を図ること。
【当局】・令和２年度において労働安全衛生委員会の設置数255のうち208で集団分析結果が活用されたと聞いている。
	・ストレスチェック分析結果は、所属ごとの結果と併せて提供され、衛生委員会で資料活用されている。

	９．ハラスメント対策
	【組合】・県民等からの理不尽な対応等について、所属として適切に対応するよう方針を確立し、管理者研修により徹底すること。
	・パンフレットに記載するほか、マニュアルでの周知や外部講師研修等に努める。


